
 

旧前田家本邸洋館貸出取扱要綱 

 

平成２３年３月３１日付２２教地管第２４１６号 地域教育支援部長決定 

平成２６年３月１２日付２５教地管第２４６１号 改正 

平成２７年４月 １日付２６教地管第２２８１号 改正 

平成３１年２月２８日付３０教地管第２６３７号 改正 

令和 ２年６月２３日付 ２教地管 第７０７号 改正 

令和 ３年３月３１日付 ２教地管第３０１２号 改正 

令和 ４年６月 １日付 ４教地管 第６８２号 改正 

令和 ５年３月３１日付 ４教地管第２９７８号 改正 

 

（目的） 

第１ この要綱は、国指定重要文化財である「旧前田家本邸洋館」（以下「当館」という。）

が多様な用途で活用され、これまで以上に多くの都民が訪れることで、更なる文化財保

護思想の普及・啓発を図るという施策のもと、当館の貸出及び使用が、東京都教育財産

管理規則（昭和４０年東京都教育委員会規則第４号）第１５条第１項第８号に基づき適

正かつ円滑に行われるよう、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（使用許可） 

第２ 東京都教育委員会教育長（以下「教育長」という。）は、別に定める場合を除き、

講演会、研究発表会、展示会、演奏会その他催し物等及び撮影の実施を目的として、当

館を借り受けて使用しようとする者（以下「申請者」という。）に対し、当該使用の目

的・方法等を適正と認めたときは、使用を許可する。 

 

（使用許可の種類） 

第３ 使用許可は次に掲げるものとする。 

（１）一般使用許可 

講演会や演奏会等の当館の雰囲気・品格を生かした文化的活動を目的とするもの 

   なお、使用許可基準については別紙１のとおりとする。 

（２）撮影目的の使用許可 

   印刷物及び映像媒体等を通じて当館をより多くの人に周知できるよう、当館の雰囲

気・品格を生かした撮影を主たる目的とするもの 

   なお、使用許可基準については別紙２のとおりとする。 

 

（使用許可範囲） 

第４ 一般使用許可の範囲は、別紙３により教育長が定める場所とし、撮影目的の使用許

可については別紙４のとおりとする。 

 

（使用許可日時及び期間） 



 

第５ 使用許可日については、目黒区立公園条例第３条及び目黒区立公園条例施行規則第

２条で定める目黒区立駒場公園の開園日のうち、一般使用許可については水曜日から日

曜日までと祝日とし、撮影目的の使用許可については、一般公開を行っていない火曜日

（以下「一般非公開日」という。）とする。ただし、当館の保守等を行う日、年末年始

（１２月２９日から１月３日まで）及びその他の事由により開館しない日を除く。 

２ 使用許可時間は、午前９時３０分から午後４時００分までとし、以下のとおり使用許

可の単位を設定する。 

（１）使用許可（１日） 

   午前９時３０分から午後４時００分まで 

（２）使用許可（半日） 

   午前９時３０分から午後０時３０分まで 

   午後１時００分から午後４時００分まで 

３ 一度の申請による使用許可期間は５日間（ただし、休園日及び一般非公開日並びに年

末年始を除く。）を限度とし、必要のある場合は個別に協議するものとする。 

 

（使用許可手続） 

第６ 申請者は、別に定める場合を除き、「旧前田家本邸洋館使用許可申請書」（第１号

様式）及び「旧前田家本邸洋館使用企画書」（第２号様式）を、使用開始日の３か月前

から１か月前までの間に教育長に提出しなければならない。 

２ 「旧前田家本邸洋館使用許可申請書」には申請者の概要を説明する書類（法人概要又

は個人プロフィール等）を添付しなければならない。 

３ 以上の申請が適当と認められる場合は、「旧前田家本邸洋館使用許可書」（第３号様

式）により通知する。 

 

（使用権の譲渡等の禁止） 

第７ 使用者は、使用の権利を譲渡し、又は転貸してはならない。 

 

（関係機関への届出） 

第８ 当館の使用に当たり、東京都教育委員会以外の関係官庁の許可が必要な場合は、届

出等を行い、使用開始の前日までに許可を得なければならない。 

 

（禁止事項） 

第９ 申請者は使用許可を受けて当館を使用するに当たり、次に掲げる事項を行ってはな

らない。 

（１）重要文化財の保護に反するおそれのある行為 

（２）建造物その他付属施設の損傷及び形質の変改 

（３）火気、爆発物その他これに類する危険物の持込み 

（４）駒場公園内及び当館内で喫煙を行う行為 

（５）公序良俗に反する行為 

（６）物品の販売及びこれに類する行為で、営利を主たる目的とする行為 



 

（７）コンセントの使用（許可を得た場合を除く。） 

（８）館内での飲食（許可を得た場合を除く。） 

（９）重要文化財としての品位をおとしめるおそれのある行為 

（１０）当館周辺の居住者の迷惑となるおそれのある行為 

（１１）使用許可された使用目的以外の目的での使用 

（１２）その他文化財の維持管理上、不適当と認められる行為 

 

（使用条件及び注意事項） 

第１０ 申請者は、使用に当たって、次に掲げる事項を守らなければならない。 

（１）当館が国指定重要文化財として国民共有の財産であることに留意し、機材等の搬入・

搬出及び使用の際には養生を行い、既設物を損壊しないように十分注意を払うこと。 

（２）当館係員の作業を妨げないこと。また、当館の使用に関しては当館係員の指示に従

うこと。 

（３）申請者は現場責任者を決め、その現場責任者は使用の開始から終了まで必ず立ち会

うこと。また、使用許可期間内に搬入及び搬出を完了すること。 

（４）機材・ゴミ等は終了後速やかに撤去し、原状回復をすること。 

（５）必要に応じて誘導員、警備員等を配置すること。 

（６）当館の使用に当たり、駐車場の用意は行わない。 

（７）持ち込んだ物品は各自で管理すること。また、持ち込んだ物品の毀損及び盗難につ

いて東京都教育委員会は責任を負わない。 

（８）その他当館管理上の支障が出た場合は、当館係員の指示に従うこと。 

 

（使用料） 

第１１ 使用料は、東京都の発行する納入通知書により別途通知する額とし、申請者は納

入通知書により使用開始日の前日までに納付しなければならない。 

２ 使用料を納付期限までに納付せず、かつ、期限を指定した督促を受けたときは、その

納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該使用料の金額（１００円未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てる。）につき年１４．６パーセント（督促状に指

定する期間までの日数については年７．３パーセント）の割合で計算した延滞金を支払

わなければならない。この場合において、年当たりの割合は、閏年を含む期間について

も３６５日の割合とする。 

３ 当分の間、前項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．３パーセ

ントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年

１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）

中においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年におけ

る特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合と、年７．３パーセントの

割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算し

た割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）と



 

する。この場合における延滞金の額の計算において、その計算の過程における金額に１

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

４ 既納の使用料は、還付しない。ただし、教育長が公用又は公共の用に供するために当

館の使用の許可を取り消したとき、その他特別な理由があると認めるときは、その全部

又は一部を還付することができる。 

 

 （使用料の減額又は免除） 

第１２ 申請者は、東京都行政財産使用料条例（昭和３９年東京都条例第２６号。以下「使

用料条例」という。）第５条第１号から第３号までの規定により使用料の減額又は免除

を受けようとする場合は、「旧前田家本邸洋館使用料減額・免除申請書」（第４号様式）

を教育長に提出しなければならない。 

  なお、使用料条例第５条第１号及び第２号の規定により使用料の減額又は免除を受け

ようとする場合は、申請書等関係書類とともに教育長に提出しなければならない。 

２ 教育長は次に掲げる事項に該当する場合は、使用料を減額又は免除することができる。 

（１）国又は地方公共団体において、公用又は公共用に供するため使用するとき。 

（２）都の指導監督を受け、都の事務・事業を補佐し、又は代行する団体において、補佐

又は代行する事務・事業の用に供するため使用するとき。 

（３）行政財産の使用許可を受けたものが、地震、水災、火災等の災害のため、当該財産

を使用の目的に供し難いと認めるとき。 

３ 教育長は申請者に対し使用料の減額又は免除の可否を「旧前田家本邸洋館使用料減

額・免除通知書」（第５号様式）により通知する。 

 

（光熱水費） 

第１３ 光熱水費は、東京都の発行する納入通知書により別途通知する額とし、申請者は

納入通知書により指定する納付期限までに納付しなければならない。 

２ 光熱水費を納付期限までに納付せず、かつ期限を指定した督促を受けたときは、その

納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該光熱水費の金額（１００円未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てる。）につき年１４．６パーセント（督促状に

指定する期間までの日数については年７．３パーセント）の割合で計算した延滞金を支

払わなければならない。この場合において、年当たりの割合は、閏年を含む期間につい

ても３６５日の割合とする。 

３ 当分の間、前項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．３パーセ

ントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年

１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）

中においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年におけ

る特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合と、年７．３パーセントの

割合にあつては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算し

た割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）と



 

する。この場合における延滞金の額の計算において、その計算の過程における金額に１

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

 

（使用許可の取消し又は変更） 

第１４ 次のいずれかに該当するときは、使用許可の全部若しくは一部を取り消し又は変

更することがある。 

（１）当館を、公用又は公共の用に供するため必要とするとき。 

（２）許可条件に違反したとき。 

 

（損害賠償） 

第１５ 申請者は、当館の施設等を損傷した場合は、その責任の一切を負い、東京都教育

委員会の指導の下に原状回復を行わなければなければならない。 

２ 原状回復に係る費用は申請者の負担とする。ただし、原状回復できない場合、申請者

は損害相当金額を東京都に賠償しなければならない。 

 

（その他） 

第１６ 本要綱に定めのない事項は、東京都教育庁地域教育支援部長が別途定める。 

 



   

別紙１ 

 

 

使用許可基準（一般使用許可） 

 

１ 使用許可対象 

  旧前田家本邸洋館が国指定重要文化財であり、国民共有の財産であるとい

うことに留意し、旧前田家本邸洋館の芸術的・学術的価値を都民に周知する

とともに、文化財の保存・活用の重要性を理解してもらうという文化財保護

思想の普及・啓発に寄与すると認められる文化的活動を行う団体及び個人を

許可の対象とする。ただし、旧前田家本邸洋館の雰囲気・品格を損なうよう

な目的又は方法により使用する場合は、許可しないこととする。 

  なお、文化的活動とは主に以下に挙げるものをいう。 

（１）講演会 

（２）展示会 

（３）演奏会 

（４）研究発表会 

（５）その他文化財保護思想の普及・啓発の趣旨に合致するもの 

 

２ 使用を許可しない事項 

  使用目的が以下に該当する場合は、使用を許可しない。 

（１）署名、勧誘、キャッチセールス及びアジテーション等の行為があると認 

められるもの 

（２）暴力的行為を行う恐れのある組織の利益になると認められるもの 

（３）公共の安全及び秩序を脅かすと認められるもの 

（４）企画自体が商行為と密接に結びついているもの 

（５）特定の宗教や政治団体に奉仕する活動であるもの 

（６）その他国指定重要文化財であることへの配慮を欠いた使用目的であるも

の 

（７）旧前田家本邸洋館を以前に使用し、許可内容に反して使用した場合 

 

３ 禁止行為 

  以下の行為は禁止とし、当該行為が発見された場合、許可を取り消すこと 

がある。 

（１）重要文化財の保護に反するおそれのある行為 

（２）建造物その他付属施設の損傷及び形質の変改 



   

（３）火気、爆発物その他これに類する危険物の持込み 

（４）駒場公園内及び旧前田家本邸洋館内で喫煙を行う行為 

（５）公序良俗に反する行為 

（６）物品の販売及びこれに類する行為で、営利を主たる目的とする行為 

（７）コンセントの使用（許可を得た場合を除く。） 

（８）館内での飲食（許可を得た場合を除く。） 

（９）重要文化財としての品位をおとしめるおそれのある行為 

（１０）旧前田家本邸洋館周辺の居住者の迷惑となるおそれのある行為 

（１１）使用許可された使用目的以外の目的での使用 

（１２）その他文化財の維持管理上、不適当と認められる行為 

 



   

別紙２ 

 

 

使用許可基準（撮影目的の使用許可） 

 

１ 使用許可の対象 

  旧前田家本邸洋館が国指定重要文化財であり、国民共有の財産であるとい

うことに留意し、旧前田家本邸洋館の芸術的・学術的価値を都民に周知する

とともに、文化財の保存・活用の重要性を理解してもらうという文化財保護

思想の普及・啓発及び映像文化の振興に寄与する撮影を行うと認められる団

体及び個人を許可の対象とする。ただし、旧前田家本邸洋館の雰囲気・品格

を損なうような目的又は方法により使用する場合は、許可しないこととする。 

 

２ 使用を許可しない事項 

  使用目的等が以下に該当する場合は、使用を許可しない。 

（１）撮影を主たる目的としないもの 

（２）着用する衣装に過度な露出があるもの 

（３）暴力的行為を行う恐れのある組織の利益になると認められるもの 

（４）公共の安全及び秩序を脅かすと認められるもの 

（５）特定の宗教や政治団体に奉仕する活動であるもの 

（６）その他国指定重要文化財であることへの配慮を欠いた使用目的であるも

の 

（７）旧前田家本邸洋館を以前に使用し、許可内容に反して使用した場合 

 

３ 禁止行為 

  以下の行為は禁止とし、当該行為が発見された場合、許可を取り消すこと 

がある。 

（１）重要文化財の保護に反するおそれのある行為 

（２）建造物その他付属施設の損傷及び形質の変改 

（３）火気、爆発物その他これに類する危険物の持込み 

（４）駒場公園内及び旧前田家本邸洋館内で喫煙を行う行為 

（５）公序良俗に反する行為 

（６）物品の販売及びこれに類する行為で、営利を主たる目的とする行為 

（７）コンセントの使用（許可を得た場合を除く。） 

（８）館内での飲食（許可を得た場合を除く。） 

（９）重要文化財としての品位をおとしめるおそれのある行為 



   

（１０）旧前田家本邸洋館周辺の居住者の迷惑となるおそれのある行為 

（１１）使用許可された使用目的以外の目的での使用 

（１２）その他文化財の維持管理上、不適当と認められる行為 



一般使用許可範囲（１階） 別紙３ 



一般使用許可範囲（２階） 



撮影使用許可範囲（１階） 別紙４ 



撮影使用許可範囲（２階） 

家具の展示をして

いるため、ロープの

中は立入禁止とさ

せていただきます。 

（外側からの撮影

は可能です） 



第１号様式（第６関係）  

受付番号           

 

旧前田家本邸洋館使用許可申請書 

 

年   月   日 

 

 東京都教育委員会教育長 殿 

 

 

             申請者住・所在地 

 

 

             申請者氏名（法人の場合、法人名及び代表者氏名） 

 

 

             電話番号・ファクシミリ番号 

 

             メールアドレス 

 

 

 旧前田家本邸洋館の施設を使用したいので、旧前田家本邸洋館貸出取扱要綱（以下

「要綱」という。）の規定により、第２号様式のとおり、使用許可を申請します。 

 なお、許可のあったときは、同要綱及び下記の項目を守ります。 

 

記 

 

１ 使用許可のあったときは、東京都が別に発行する納入通知書により速やかに使用

料及び光熱水費を納入し、使用開始日の前日までに領収書の写しを東京都教育庁地

域教育支援部管理課に郵送又はメールにより提出します。 

 

２ 施設使用時には、要綱に定める注意事項を遵守し、禁止事項に掲げる行為を行い

ません。 

 

３ 使用する上で建物外部の使用が必要な場合は、目黒区都市整備部土木管理課占用

係の許可を得ます。（電話 ０３―５７２２－９４１８） 

 

４ 添付書類 

（１）旧前田家本邸洋館使用企画書（第２号様式） 

（２）申請者概要（法人概要又は個人プロフィール等） 



第２号様式－１（第６関係） 

 

旧前田家本邸洋館使用企画書 

 

申請者氏名及び電話番号 
氏名：  

電話：  

使用期間 

 

年  月  日（ ）から 

年  月  日（ ）まで 

１ 午前９時３０分から午後４時００分まで 

２ 午前９時３０分から午後０時３０分まで 

３ 午後１時００分から午後４時００分まで 

使用希望範囲 撮影目的の使用 （全館貸出） 

使用目的 

（スチール撮影等） 
 

使用内容 

（具体的に） 
 

持込み機材等  

その他 

（行う可能性がある事

項に○をつける。） 

 １ コンセントの使用 

 ２ ピアノの使用 

 ３ 館内での飲食 

 ４ 印刷物その他の文書を不特定多数に配布、散布する行為又は

宣伝その他これに類する行為 

 ５ 家具等の移動 

 ６ 床面及び壁面を痛めるおそれのある使用方法及び機材等の

持込み 

 ７ 使用許可範囲において、申請者及びその関係者以外の立ち入

りを禁止すること 

 ８ その他（                      ） 

現場責任者名 

及び電話番号等 

氏名：  

電話：  

 

撮影貸出 



第２号様式－２（第６関係） 

 

旧前田家本邸洋館使用企画書 

 

申請者氏名及び電話番号 
氏名：  

電話：  

使用期間 

 

年  月  日（ ）から 

年  月  日（ ）まで 

１ 午前９時３０分から午後４時００分まで 

２ 午前９時３０分から午後０時３０分まで 

３ 午後１時００分から午後４時００分まで 

使用希望範囲 

（使用を希望する部屋

番号に〇をつける。） 

 １階  １ 大客室 

     ２ 小客室 

     ３ 大食堂 

 ２階  ４ 会議室 

     ５ 集会室 

      

      

使用目的 

（展示会、演奏会名等） 
 

使用内容 

（具体的に） 
 

コンセントの使用  １ 希望する   ２ 希望しない 

ピアノの使用  １ 希望する   ２ 希望しない 

持込み機材等  

 

一般貸出 

裏面に続く 



その他 

（行う可能性がある事

項に○をつける。） 

 １ コンセントの使用 

 ２ ピアノの使用 

 ３ 館内での飲食 

 ４ 印刷物その他の文書を不特定多数に配布、散布する行為又は

宣伝その他これに類する行為 

 ５ 家具等の移動 

 ６ 床面及び壁面を痛めるおそれのある使用方法及び機材等の

持込み 

 ７ 使用許可範囲において、申請者及びその関係者以外の立ち入

りを禁止すること 

 ８ その他（                      ） 

現場責任者名 

及び電話番号等 

氏名：  

電話：  

 



第３号様式（第６関係）  

教地管第     号 

 

旧前田家本邸洋館使用許可書 

 

               申請者の住・所在地    

       

             

法人の名称・代表者氏名  

                     

                       

               

 

 令和  年 月  日付けをもって申請のあった旧前田家本邸洋館使用許可申請

については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４の規定に基づき、

下記のとおり許可する。 

 

 

    令和  年  月  日 

 

 

東京都教育委員会教育長 

                          

 

 

記 

 

１ 使用を許可する財産 

  名  称：旧前田家本邸洋館本館 

  所  在：東京都目黒区駒場四丁目３番５５号 

  種  類：建物 

  種  目：住宅建 

  数  量：１１５２．２６㎡ 

  使用部分：１階及び２階 

 

２ 使用許可する期間 

  令和  年 月  日（ ） 

  午前 時  分から午後 時  分まで 

 

３ 使用目的 

   

 

 



４ 使用料及び光熱水費 

（１）金額 

          円（使用料      円 光熱水費     円） 

（２）納付 

東京都が別に発行する納入通知書により使用料及び光熱水費を速やかに納入

し、領収書の写しを、東京都教育庁地域教育支援部管理課に郵送又はメールによ

り提出すること。 

  

５ 当日の利用 

  当日は利用を開始するときに旧前田家本邸洋館事務室で使用許可書及び領収書

を係員へ提示すること。提示のない場合、使用ができないことがあるので、注意す

ること。 

 

６ 関係機関への届出 

（１）次に掲げる事項については、申請時に東京都教育委員会へ届出を行い許可を得

ること。 

  ア コンセントの使用 

  イ ピアノの使用 

  ウ 館内での飲食 

  エ 印刷物その他の文書を不特定多数に配布、散布する行為又は宣伝その他これ

に類する行為 

  オ 家具等の移動 

  カ 床面及び壁面を傷めるおそれのある使用方法及び機材等の持込み 

  キ 使用許可範囲において、申請者及びその関係者以外の立入りを禁止すること。 

    なお、申請者及びその関係者以外の立入りを禁止する場合、使用許可は１日

間を上限とする。 

（２）申請者は使用許可を受けて当館を使用するに当たり、公園内への車両の乗り入

れを行う場合については、目黒区へ届出を行い、使用開始日までに許可を得なけ

ればならない。 

（３）その他当館の使用に当たり、東京都教育委員会以外の関係官庁の許可が必要な

場合は、届出等を行い、使用開始日までに許可を得なければならない。 

 

７ 禁止事項 

使用に当たり、次に掲げる事項を禁止する。 

（１）建造物その他付属施設の損傷及び形質の変改 

（２）火気、爆発物その他これに類する危険物の持込み 

（３）公序良俗に反する行為 

（４）物品の販売 

（５）コンセントの使用（許可を得た場合を除く。） 

（６）館内での飲食（許可を得た場合を除く。） 

（７）使用許可された使用目的以外の目的での使用 

（８）その他文化財の維持管理上、不適当と認められる行為 

 

 



８ 使用条件及び注意事項 

  申請者は、使用に当たっては次に掲げる事項を守ること。 

（１）当館が都指定有形文化財（建造物）として都民共有の財産であることに留意し、

機材等の搬入・搬出及び使用の際には養生を行い、既設物を損壊しないように十

分注意を払うこと。 

（２）当館係員の作業を妨げないこと。また、当館の使用に関しては当館係員の指示

に従うこと。 

（３）申請者は現場責任者を決め、その現場責任者は使用の開始から終了まで必ず立

ち会うこと。また、使用許可期間内に搬入及び搬出を完了すること。 

（４）機材・ゴミ等は終了後速やかに撤去し、原状回復をすること。 

（５）必要に応じて誘導員、警備員等を配置すること。 

（６）持ち込んだ物品は各自で管理すること。また、持ち込んだ物品の毀損及び盗難

について東京都教育委員会は責任を負わない。 

（７）その他当館管理上の支障が出た場合は、当館係員の指示に従うこと。 

 

９ 使用料 

（１）使用料は、東京都の発行する納入通知書により別途通知する額とし、申請者は

使用開始日の前日までに納付すること。 

（２）使用料を納付期限までに納付せず、かつ、期限を指定した督促を受けたときは、

その納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該使用料の金額（１００

円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）につき年１４．６パーセ

ント（督促状に指定する期間までの日数については年７．３パーセント）の割合

で計算した延滞金を支払わなければならない。この場合において、年当たりの割

合は、閏年を含む期間についても３６５日の割合とする。 

（３）当分の間、前項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．３

パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該年の

前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により

告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この項にお

いて同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その年（以下「特

例基準割合適用年」という。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割

合を加算した割合と、年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に

年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセント

の割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）とする。この場合におけ

る延滞金の額の計算において、その計算の過程における金額に１円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てる。 

（４）既納の使用料は、還付しない。ただし、教育長が公用又は公共の用に供するた

めに当館の使用の許可を取り消したとき、その他特別な理由があると認めるとき

は、その全部又は一部を還付することができる。 

 

１０ 光熱水費 

（１）光熱水費は、東京都の発行する納入通知書により別途通知する額とし、申請者

は納入通知書により指定する期限までに納付しなければならない。 

（２）光熱水費を納付期限までに納付せず、かつ期限を指定した督促を受けたときは、



その納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該光熱水費の金額（１０

０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）につき年１４．６パー

セント（督促状に指定する期間までの日数については年７．３パーセント）の割

合で計算した延滞金を支払わなければならない。この場合において、年当たりの

割合は、閏年を含む期間についても３６５日の割合とする。 

（３）当分の間、前項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．３

パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該年の

前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により

告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この項にお

いて同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その年（以下「特

例基準割合適用年」という。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割

合を加算した割合と、年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に

年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセント

の割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）とする。この場合におけ

る延滞金の額の計算において、その計算の過程における金額に１円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てる。 

 

１１ 次の各号の一に該当するときは、使用許可の全部若しくは一部を取り消し又は

変更することがある。 

（１）当館を、公用又は公共の用に供するため必要とするとき。 

（２）許可条件に違反したとき。 

 

１２ 損害賠償 

（１）申請者は、当館の施設等を損傷した場合は、その責任の一切を負い、東京都教

育委員会の指導の下に原状回復を行わなければならない。 

（２）原状回復に係る費用は申請者の負担とする。ただし、原状回復できない場合、

申請者は損害相当金額を東京都に賠償しなければならない。 

 

〔不服申立て及び処分の取消しの訴えの教示〕   

（１）この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して６０日以内に、東京都知事に対して審査請求をすることができる。 

なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっ

ても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることが

できない。 

（２）この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、東京都を被告として（訴訟において東京都を代表する者は東京都教

育委員会となる。）、処分の取消しの訴えを提起することができる。 

なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっ

ても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを

提起することができない。ただし、上記（１）の審査請求をした場合には、当該

審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内

に、処分の取消しの訴えを提起することができる。 

 



  

第４号様式（第１２関係） 

 

旧前田家本邸洋館使用料減額・免除申請書 

 

                         年  月  日 

 

東京都教育委員会教育長 殿 

 

           申請者住・所在地 

           申請者の名称（法人の場合、法人名及び代表者氏名) 

             

 

 旧前田家本邸洋館使用に関する使用料について、減額・免除を受けたいので

下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

使用期間 

年  月  日（ ）から 

年  月  日（ ）まで 

１ 午前９時３０分から午後４時００分まで 

２ 午前９時３０分から午後０時３０分まで 

３ 午後１時００分から午後４時００分まで 

使用希望範囲 

１ 撮影目的の使用 

 

２ 一般使用 

１階  １ 大客室 

     ２ 小客室 

     ３ 大食堂 

２階  ４ 会議室 

     ５ 集会室 

減額・免除 

申請理由 

 

 


